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｢新経営計画｣の策定について 

 

 当社は、本日の取締役会において、来年 4月から実施する｢新経営計画｣（平成 13年度～ 

平成 15年度）を決議しましたので、お知らせいたします｡ 

 

 当社は、平成 10年度下期より｢中期経営計画｣を実施し、営業力と収益力の強化、経営体

質の改善等を進めてきました｡平成 11 年度からは、｢中期経営計画｣の一環として、連結有

利子負債の削減を柱とするグループ財務体質改善策を推進しております｡ 

 こうした取り組みにより、連結で経常利益 300 億円以上、有利子負債 9,000 億円以下、

単体で完成工事総利益率 10％以上などの主要な経営目標は、1 年前倒しして今年度に達成

できる見込みとなりました｡ 

 その一方で、経営環境は民間建設投資の停滞に加え、公共投資も先行き不透明など、｢中

期経営計画｣スタート時の 2年前と比較して、さらに厳しくなってきております｡ 

 

 以上の現状認識のもと、激変する経営環境に迅速に対応するため、｢中期経営計画｣を今

年度で打ち切り、21 世紀となる平成 13 年度からは、新たな目標を設定して｢新経営計画｣

を実施いたします｡ 

 建設市場のさらなる縮小が予想されますが、｢新経営計画｣の実施により、平成 15年度に

は、連結経常利益 500億円以上を確保します｡また連結有利子負債は 6,800億円以下へ削減

します｡ 

 

 当社およびグループの総力をあげて、｢新経営計画｣の実行に努力いたしますので、今後

とも一層のご支援とご理解を賜りますようお願い申し上げます。 

 

 

以 上 

 

 



 

経営計画の目的 

 受注の確保 

利益水準の向上 

有利子負債の削減による財務体質の強化 

グループ経営の強化 

 

数値目標（平成 15年度） 

                          （億円） 

 連 結 単 体 

受注高 1兆 7,500億円 1兆 2,500億円 

売上高 1兆 7,000億円 1兆 2,000億円 

経常利益 500億円 450億円 

有利子負債 6,800億円 5,000億円 

 

 

新経営計画（平成 13年度～平成 15年度）の概要 

Ⅰ．受注の確保 

①ＣＳ（顧客満足）行動の徹底 

顧客ニーズへの迅速な対応を最優先する。そのため、ＣＳ推進部の機能を強化して情

報の一元化を徹底し、顧客の利益に合致した提案をタイムリーに提供できる体制を構

築する。 

②技術力による差別化 

高いエンジニアリング技術を活かし、半導体・医薬品・食品施設や物流施設等への提 

案営業をさらに強化するとともに、調達力も活用して設備・機械等を含めた施設関連 

システムを顧客へ提供する。 

環境分野については、ゼロエミッション・土壌浄化・省エネ等の環境保全・修復に関 

するエンジニアリング技術を提供する。また環境アセスメントを含む環境に配慮した 

計画の提案を積極的に行う。このため、｢エコロジー本部｣を新設し、環境関連技術を 

強化するとともに、環境商品の開発を実施する。 

③開発関連ノウハウによる差別化 

｢都市開発本部｣を新設し、都市再開発・官民共同プロジェクト・ＰＦＩ等への取り組 

みをさらに強化する。また不動産証券化・施設運営サービス等を積極的に提案していく。 

④リニューアル市場への展開 

｢リニューアル本部｣を新設し、グループ全体の調整を行うとともに、インターネット 

を活用した顧客サービス（システム名＝｢建物リニューアル協会｣｢ビルオーナーズ倶 

楽部｣）を充実し受注拡大を図る。 

土木事業については、新設したシビルリニューアル株式会社を通じて、維持補修分野 

へ進出する。 

⑤価格競争力の強化 

工事原価削減の成果をもとに，低採算工事に対しても積極的に対応する。そのため，

入手時の原価把握の精密化も含め、トータル利益管理を強化する。 

新規顧客に対する戦略的な営業を強化し、開拓していく。 

 



 

⑥海外工事への取り組み 

東南アジア地域を中心に、従来の分野に加え、今後増大が見込まれる都市基盤整備を

ターゲットとして、特化技術（シールド、地下鉄、沈埋トンネル、大型特殊橋梁等）

による営業を展開する。 

⑦住宅事業の強化 

高性能なスケルトン（構造体）を活かした居住空間利用提案を強化する。そのため、 

インフィル（内装、設備機器、間仕切り等）のラインアップを充実し、顧客のライフ 

スタイルの変化に対応する。 

住宅品質確保促進法へ対応し、２０年品質保証をめざす。また施工品質確保のため、 

エキスパートエンジニア制度を発足し、一級建築士資格を有する当社ＯＢ技術者を 

投入する。 

一方、整理・統合した販工社の販売効率をさらに高めるため、ＣＡＤの利用を拡大し、

顧客特性に合わせた営業展開を行っていく。 

 

 

Ⅱ．利益の確保 

①調達管理システムの強化 

調達方法の改革を推進し、海外調達も拡大する。また大成プレハブや住宅部門などの

グループ調達部門の集約化により、スケールメリットをさらに追求する。 

②業務の効率化 

ＩＴを活用することにより施工図レス設計やペーパーレス化を推進し、施工の効率

化・省力化を図る。 

管理業務についても、組織の簡素化や業務の集約化を図り、管理コストを低減する。 

③人員の削減 

業務の効率化・アウトソーシングの利用等により、大成建設の社員数を今後 3年間で

1,300名削減し、平成 15年度末には 9,500名にする。 

なお、グループ内の人材活用を図るため、人材派遣会社を設立した。 

 

以上の取り組みにより、 

売上高総利益率   10％以上の確保 

売上高販管費率    6％以下の実現  をめざす｡ 

 

 

Ⅲ．連結有利子負債の削減 

今年度末予定 8,400億円をさらに削減し、計画が終了する平成 15年度末には 6,800億円

以下にする。 

 

 

Ⅳ．グループ経営の効率化 

不採算事業からの撤退については、既に実施済みのものも多いが、さらに推進していく。

当社主導のグループ経営を行い、グループの事業領域の見直しを継続するとともに、 

グループ内の役割分担を明確にしていく。 

また業務集約化を推進し、共通機能（調達管理・資金調達・技術開発等）の統合をめざす。 



 

Ⅴ．新規事業への取り組み 

①フィービジネス 

建設ソフトビジネスを担当する子会社を設立し、調査・実験・解析・コンサルティン

グ等の技術コンサルタント、および開発ノウハウ等の開発コンサルタントを事業化し

ていく。 

②プロパティマネジメント 

当社の施設管理技術、不動産証券化ノウハウ等を活用し、コンサルティングを行うと

ともに、有楽土地のビル経営事業や大成サービスの施設管理事業を強化し、グループ

としてシナジー効果を狙っていく。 

技術・ノウハウを特に必要とする施設（病院・スポーツ施設・環境関連施設等）も含

め、取り組みを拡大していく。 

③パートナー事業（建設会社対象のフィービジネス） 

中堅・地方建設会社に対し、当社の技術・ノウハウを供与するとともに、当社の調達

能力を活かした事業をフィービジネスとして開始する。 

 

 

以 上 


